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ソ連経済の計画実践のなかで採用されている各種の方法のうち，中心的地位
をしめるものがいわゆる国民経済バランス体系と一般に称されている統計方法
であることは，内外によく知られているところである。この国民経済バランス
体系は，ソ連経済の社会主義的変革がようやく緒に着いたばかりの1920年代始
めに早くも着想され，その直後に実際に作成されている。以後今日まで半世紀
に及ぶソ連の経済計画理論と計画実践の蓄積が，国民経済バランスの作成方法
論に大きな改善を加えたことは，この問題をめぐる数多の論争や学術会議の議
事録を通してかなりの程度われわれの目に触れるところとなっている。
こうしたバランス方法論の展開の時期区分を1960年代から70年代にかけての
最近10年あまりの期間について設定してみるとき，ひとつの注目すべき傾向を
読みとることができるのである。その時期以前に国民経済バランス体系と称せ
られていたものは， 1957年に開催された「全ソ連統計家会議」で審議制定され
た指標と方法論のことを指しており丸その体系は「社会的生産物の生産，消
費，および蓄積バランス」（総合物財バランス）と， 「社会的生産物および国民所
l) BceCOI03HOe COBe~a皿e CT8THCTHKOB, 4-8 HIOHH 1957 r. 仄OKJI印lhl,lihlCTynJie-
HHH B npeHHHX H pemeHHH, 1958. 
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得の生産， 分配， および再分配バランス」（総合資金バランス）とを二本の柱と
する統計表の総体から構成されている。だが1960年代に入ると共に，従来のバ
ランス体系を補完することを意図した最初の重要な一歩が踏みだされた。作業
内容はソ連において50年代半ばから計画実践への一適用可能性が理論面からも技
術面からも慎重に検討されていたいわゆる産業連関表ないし正確には「生産高
生産と分配の部門間連関バランス」の作成を目指すものであり，まず1959年の
ソ連経済についての部門連関バランスが完成，発表された (1961年）。引続きこ
の種バランスは数年おきに作成されており，現在までに1966年部門連関バラン
ス (1968年発表）， 同じく 1972年部門連関バランス (1974年発表）， と前後 3回に
及んでいる。ソ連の部門連関バランスは物質的生産分野における生産手段の中
間取引の状態を，価額表示と物量表示で明らかにし，かつ各種の投入係数を計
算することに主眼がおかれていて，最終需要（最終投入）と付加価値の表示は極
めて簡略に表示されているにすぎない。この意味で部門連関バランスは総合物
財バランスの一部分を増福したものといえよう。しかし取引の詳細度を示す分
類は，最も詳細な1972年バランスでも，価額表示バランスでは 112部門，現物
表示バランスでは 247品目であり，他国で作成されている同種の産業連関表に
比してさほど細かくはないのである 2)0
国民経済バランス体系を補強，補完する方向を目指す第二の作業方向は，本
稿で考察する「総合物財・資金バランス」の作成であり，この分野の理論研究
は，部門連関バランスの研究よりほぼ10年ほど遅れて， 60年代の半ば頃に着手
された模様である。このことは故なしとしない3)。後節で述べるように，当時
国際統計の分野では，国連を討議場所として「国民勘定体系」 (SNA)の改訂
作業が大規模に進行していた。この活動は経済循環の完全かつ整合的表示を意
図する図式を完成し，従来個々ばらばらに発展していた国民経済計算の各領域
2) A. 1. Tierpoa(pe.n.), Kypc sKOHOM四 ecKol:craTHCTHKH, 5-e 113邸 HIie,1975, 
crp. 464; 
3) 「総合物財・資金バランス」の開発経過は第I節でのべられている。
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を統合すること，に照準を当てており，作業規模はかつて例をみないほど大仕
掛けであり，そして筆者のみるところ論理的精緻さの程度も旧来の方法より何
段階も進歩しているのである。この国際的共同研究の成果がソ連の計画実践の
なかで生じている数々の困難な現実問題を解決するための有効な処方箋となり
うることについてソ連の学者，実務家たちの間で認識が一致したことは間違い
ない。事実， 1968年に発表された「国連改訂SNA図式」 とソ連で試作中の
「総合物財・資金バランス図式」とでは，基礎的カテゴリーの認識上の相違あ
るいは体制的に異なる経済組織からくる制度上の特異点を別とすれば，両図式
は数々の共通した特徴をもっているのである。
以上のべた国民経済バランス体系を拡充，補完する方向は，いずれもソ連独
自の創意のみにより選択されたものではなく，理論面では半世紀にわたり西欧
諸国で展開されたマクロ経済学の視角と方法からソ連の学界が大きな刺激を受
けたことを物語っている。また「部門連関バランス」なり「総合物財・資金バ
ランス」なりを現実に作成する場合に不可欠となる数十万個の大量デーク処理
に要するコンビューク技術が近年各国で完成の度合を進めていて，この成果が
技術面からバランス理論の展開に力を副えていることも疑いをはさむことはで
きないのである。
Il 「総合物財・資金バランス」の概要
「総合物財・資金バランス」 (CM中6,以下IMFBと略記する）とは，その開発
を指導しているイサエフ (6.JI. Hcaee)の言葉によれば， 「拡大再生産過程の
なかで形成される物的釣合ならびに資金的釣合を同時並行的に分析する方法」
であり，作成結果は「国民経済内に存在する物的資源と貨幣資源の運動を，社
会的再生産過程に参加している経済単位のグループ間でおこなわれる価値移譲
の単一体系として表示する統計表」である4)。後述するように IMFBは現在
4) 6. JI. Hcaes, Cso仄皿直 MaTepHaJibHO・卯IHaHCOB血 6紅 8HC,B≪3KOHOM四 ecKa.11
9HI¥HKJIOne.ztH.II. IlOJIHT四 eCKa.119KOHOMH.II≫, T. I, 1972, crp. 103. 
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試作段階にあるため最終的なフレームについて確定的なことをいうことはでき
ないが5)' 予想として IMFBの主部を構成する統計表は， (1)ソ連経済の主要
経済セククーつまり物質的生産分野各産業部門，不生産的分野各産業部門ない
し施設（ただし財政金融機構は別に機能的セクターとして独立させる），住民家計，対
外経済関係（これも機能的セククーとして独立の扱いをする）の間で常時おこなわれ
る財貨・サービスの実物循環と，所得再分配・各種の資金調達にかかわる資金
循環とを，統一的に把握する図式， (2)ソ連邦を構成する各共和国間でおこなわ
れる実物的取引ならびに資金流通を記述する図式，を完成させることに向って
いるようである。前者の図式は「産業別局面における総合物財・資金バランス」
(CM<l>B B paapeae oTpacneA), また後者の図式は「共和国別局面における総合
物財・資金バランス」 (CM<l>BB paapeae pecuy6皿 K)と呼ばれているが，両者
とも取引カテゴリーの再分化の作業が未完了の模様であって，イサエフの解説
でも，前者は23X23行列，後者は17X17行列からなる簡単な図式が示されてい
るにすぎない8)。
IMFBの目的がどこにあるかは，次節以下でのぺるように， IMFBと現行国
民経済バランス (BHX)との関係，およびIMFBと国連の新SNAとの関係を
みることにより一層明確となるが，今ごく一般的にのべれば，ソ連の年間の拡
大再生産過程に関与する取引種類を実物的カテゴリーと資金的カテゴリーに統
括し，それぞれをめぐる経済セクター間の取引の状態を，複式簿記方式ないし
二重記入方式により，説明することを意図するものである。したがってIMFB
は，社会主義経済過程に現われる諸量間の因果関係の究明を直接の狙いとする
ものでなく，経済の現状分析と計画設定のために提供される高度に整序的な数
5)「資金バランス」の作成方法論について近年大規模な学術会議が開かれたことも報じら
れている。 M.ropIOXOB, BcecoIOSH紐 H8)'11H8RKOH中epeHUHRDO MeTOAO孔orHH
佃HaHCOBorooa孔aHca,≪BeCTHHK CTaTHCT皿 H≫,婦 1,1974, crp. 71-73. 
6) B. JI. Hcaes, BaJiaHcば Me沼OTpacJieBLIX中HHaHCOBLIXCB只ae負， 1973.TTpHJIO-
ぷe皿 eI, H npHJIO)KeHHe I. 
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量資料の編成方法であるといえるであろう。そしてここで内容上の特徴の一端
に触れておくならば， IMFBは経済の実物循環と資金循環の二元性を統一的か
つ整合的に把握することを狙いつつも，全体的な構想の点からみれば明らかに
社会主義経済の活動を支えるための資金流通の計画化，資金循環の効率化と監
路の発見と除去の方策を設定することを強く意識しているように思われるので
ある。 ： 
IMFBの開発研究は， 1960年代半ば頃からソ連科学アカデミー中央数理経済
研究所 (U9MM)内にある「資金計画化モデル研究室」が担当し，前述のよう
に多段階的に実験モデルが試作されているが，現在までわれわれに知らされて
いるところでは，エストニア共和国の経済を作業対象とした1961年および1966
年 IMFB1図式と7), それを改良した1972年 IMFB図式s)とが，比較的モデ
ルの構造を具体的に提示している。これらの図式はエストニアというソ連邦を
構成する→小共和国についての「産業別局面における総合物財・資金バラン
ス」であり，必要な調整を加えれば， ソ連全体の産業別局面における IMFB
の完成予想図をかなり適確に予想できる適当な研究材料である。本稿ではエス
トニア共和国について研究されている IMFB諸図式のうち，最新のものでか
つ詳細度が高い「1972年 IMFB図式」の特徴を考察しょうと思う。
1)エストニア共和国 IMFB図式 1972年の同国 IMFBの若干簡略化し
た取引行列を示したものが第 1表である。それに続いて取引内容を示す各項目
(a,,y, ただし“は行番号， yは列番号）の定義が，一部分筆者の類推を加えて記
載されている。
7) B. JI. 1:caeB, 11HTerpHpoBaHHLie oaJiaHCOBLie CHCTeMLI B aHaJI匹 eH皿 a皿 po-
BaHHH 9KOHOMHKH, 1969, crp. 295-311. 
8) B. JI. HcaeB, Ba孔aHCLIMe渾OTpacJieBLIX佃H8HCOBLIXCB四 eJ:l,1973, crp. 114-
121. イサエフによる同様の説明は， 次の文献でも与えられている。 B.L. lsayev, 
"Material-financial balance of a union republic", A. Brody and A. P. Carter 
(eds.), Input-Output Techniques, 1972. 
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偏考） I)この取引行列の作成手続1:1,値の取91行列，例えば国遮の SNAllll~I行列と同様のルールに誕っている。 2)C, Pl:Iそれぞれ．ソピエト社
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会主義共和国遮邦省，エストニア共和国省．に所属する企業もしくは誨設をあらわす．
•financial balance of a union republic", Input-Output Techniques, eds. A. Brody and A. ・P., Carter, 1972, pp. 284-285. 
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記号の説明
a1.2, a1.s, a1.4, a1.s, ai.6 : 物的生産分野の企業ないし不生産的分野の付随的物的
生産企業・職場の物的中間投入。
01.19, a1.20 : 住民家計向け個人的消費財ないし不生産的分野の企業・施設の経常活動
用公共的消費財の最終投入。
a1.21: 蓄積用資財の最終投入；固定フォンドの補填および拡張，物的流動フォンドの
在庫変動，損失補填。
a1.2s, a1.2e, a1.so : ソ連の他共和国および外国向け財貨輸出
02.1, Os.1, 04,1, os.1, 06.1 : 物的生産分野の企業，不生産的分野の付随的物的企業
・職場，住民家計内の小規模生産，で生産された社会的総生産物。
07.8, 07,9, 07.10, 07,11, 07.12 : 各経済セクターが購入した経常活動用もしくは消費
用有償サービス額。
Os.2, oe.s, 010.4, 011.s, 012.6 : 各経済セクターの生産国民所得。
Os.7, 09.7, 010.7, 011.7 : 不生産的分野の企業・施設もしくは物的生産企業の付随的
活動による有償サービスの供与。
Os.s, os.9, 09,s, oぃ： 物的生産分野の企業間にみられる再分配過程。
012.s, 012.9, 012.10, 012.11 : 物的生産分野と不生産分野の企業・施設から住民家計
に対しておこなわれる直接的分配および再分配供与。
09.15, 011.1s, 012.1s : 共和国財政による各経済セクターヘの再分配的支出。
Os.1s, 09,1s, 010.1s, 011.1s, 012.1s : 共和国金融機構による各経済セクターヘの利
子支払，短期信用供与。
Os.s2, Os.s4, 010.s2, 010. 旺：連邦省所属企業・施設にたいする連邦財政，その他の
中央集中化資金の短期供与，補助金。
012.ss, Oss.12 : 住民による他共和国からの現金持込み（または持出し）。
013.14: 共和国財政収入総額。
014.l: 共和国財政への取引税納入額。
014.8, 014,9, 014.10, 0い 11, 014.12 : 各経済セクターから共和国財政への各種義務
的納入額。
014.s2, Os2.1s : 共和国財政と連邦財政との間の資金流通。
01s.1s : 共和国財政支出総額。
016.17 : 共和国金融機構の活動資金源泉別総額。
017.21, 017.22, 017.23, 017.24, 017,25, 017.26, 017.32, 017.33, 017.34: 共和国金
融機構にたいし各経済セクター，連邦各機構からなされた長期性および短期性資金の
預入れ，信用返済，等の納入額。
018.16: 共和国金融機構の活動資金使途別総額。
019.12 : 住民家計の個人的消費財購入。
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a20.s, 020.0, a20.10, a20.11 : 物的生産分野の企業による公共的消費財購入，不生産
的分野の企業・施設による経常活動用財貨ないしその他の公共的消費財購入。
a21.2, a22.s, a2s.4, a24.s, a2s.e : 各経済セクターの固定フォンド償却引当。
a21.s, 022.0, a2s.10, a24.11 : 物的生産分野，不生産的分野の企業・施設の蓄積充当
用自己資金。
a21.1s, a22.1s, a2a.1s, a24.1s, a2s.1s : 共和国金融機構による各経済セクターヘの
長期信用供与。
a21.s2, a2a.a2 : 連邦財政機構から共和国内の連邦省所属企業・施設への蓄積基金配
分。
a22.1s, a24.1s : 共和国財政機構から共和国所属企業・施設への蓄積基金配分。
025.12 : 住民家計の収支差額（ただし金融債務返済分未控除）。
a2e.1a : 共和国財政機構の経常収支余剰。
a21.21, a21.22, a21.2s, a21.24, a21.2s : 各経済セクターによる蓄積用資金の形成
（借入残高変動調整ずみ）。
a2s.1, a2s.1, aao.1 : ソ連の他共和国ないし外国からの財貨輸入。
a2s.a1, a2e.s1, aao.s1 : 財貨の貿易収支差額。
as1.se : 商品純輸出，その他の対外取引差額の合計。
aa2.1: 連邦財政への取引税納入額。
aa2.s, a狂 10,as4.s, aa4.10 : 連邦省所属企業・施設による連邦財政，その他の中央
集中化資金への納入，信用返済。
ass.se : 連邦金融機構と共和国金融機構との資金流通差額。
ass.25 : 住民家計による通貨（現金，預金）保有額の変化。
asa.s2, ase.s4, ase.ss : 連邦財政，その他の中央集中化資金，住民所有資金の連邦・
共和国間流通差額。
2) IMFBの勘定構造 IMFBの勘定構造の形式上の特徴を要約しよう 9)0
IMFB全体系は経済循環の相互に区別される局面を示す5個の大勘定（いわ
ば grandaccount)が統合されたものであり，各勘定はさらに理論上・実践適
用上の必要に応じて適当に細分化されている。つまり grandaccount→ sub-
account→ sub-sub-accountの方向にそって「取引カテゴリー」と「経済セ
9) IMFBの勘定構造と国民経済バランス体系に占めるその位置については，上記文献の
ほか次のものを参照せよ。 6.JI. Hcaeu, K uonpocy 06 aHanHae中HH&HCOBOro
acneKTa HapOJJ.HOX03雌crueHHoroo6opOTa, ≪HaueCTHH AH CCCP. CepHH 
部 OHOM四 eCKaH≫,蝸 2,1972, crp. 33-35. 
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クター」とが具体化されるのである（その細分化の詳細度は次項を参照のこと）。そ
して勘定細分化の始点となる grandaccountsは，経済循環の論理的順序に従
って，生産，所得分配（ないし経常収支），消費，蓄積，対外取引（ここで考察さ
れる IMFBでは， エストニアと外国，および同共和国とソ連邦，との両関係を含む特別
の役割をもつ）の各活動を掩っている。しかも各勘定に含まれる項目は，マトリ
クス記載を可能とするように「完全接合方式」（複式記入）を意図した合理的な
定義が与えられている。
IMFBの作成により経済循環の記述が詳細になり，循環系内を流れる経済的
フローの経路が明示的に表現されることとなった理由の主たるものは，上記の
「取引カテゴリー」勘定が設定されていることによるものである。本来取引行
列（取引マトリクス）は「取引カテゴリー」を用いずとも，経済セクター間につ
いてそれを作成することができるのであり，現在各国の統計機関で作成されて
いる国民所得勘定は制度的部門（経済セクター）間の取引行列となっているもの
が大多数をしめている。アメリカ，日本，国連の旧SNA,等はみなそうである
（ただしGNPの源泉・使途のバランスを示す総括勘定は別途に作成される）。 しかし，
1960年代の終りに旧SNAに代り新SNAが開発されるにさいして，従来の制
度的部門マトリクスが改良されて，取引カテゴリーを含むマトリクスが導入さ
れることとなり，取引カテゴリーと制度的部門についてのマトリクスは共に同
格の部分行列に格下げられて機能することとなった。新SNAにみられる考案
は，データ蒐集の繁雑，困難の問題は別にして，立派な創意であると認めなけ
ればならない。 IMFBが新SNAのもつ形式的利点をいちはやく吸収したこと
は十分理解できるのである。
IMFBにおける取引カテゴリーとして経済循環の各局面の性格に応じて実物
的取引カテゴリー（物的生産物・サービスの現物ないし使用価値形態），目的別取引
カテゴリー（消費目的，蓄積目的）， 貨幣流路カテゴリー（移転，資金受渡し，等）
のうち，論理的に適当なものが採用されていることは「簡略図式」をみればす
ぐ判明するのである。例えば， a1.2-aは中間生産物の部門連関バランスを示す
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一種の取引行列であるし， a7.s-12および as-11.7は各種サービスの種類別需
給関係（サービス部門連関バランス）である。また a1.1e-20は消費財種類と購入
目的とが組込まれたマトリクスであり，そして a1.27は投資財について作成さ
れた同様のマトリクスであって，これらはともども a1e.12, a20.s-11, あるい
は a21.21-2s とバランスを形成している。さらにいえば， a14.:,で示される共
和国財政収入種類（約30)は，納入者である各経済セクター別に分類され，「共
和国財政機構」（第13行列）というダミー勘定を経由して az.15で示される支出
種類（約20)に分れて，各経済セクターに配分される， 等。 これらはいずれも
「取引カテゴリー」の性格に応じた使われ方の典型例であり，前述の制度的部
門間取引行列では取扱いが極めて繁鎖になるかもしくは技術的に困難であるよ
うなフロー処理の方法が， IMFBでは巧妙なやり方で成功した実例を示してい
る。
3) IMFB勘定細分化度前掲の IMFB簡略図式は36X36行列のマトリク
スで示されているが，イサエフの説明によるとその完全行列は詳細を極めたも
のであり，勘定の細分化は260X260行列に及んでいる。主要な点をのべておこ
う。 i)生産勘定。まず「物的生産物」副勘定は約20個のいわゆる「純粋部
門」から構成されており，同じく取引主体副勘定（「生産活動」）は約40個のいわ
ゆる「現実部門」からなる。こうして物的生産物副勘定と生産活動副勘定の各
項目の交点において，新SNAと形式的に同種な 2種類の生産物種類x産業部
門タイプの部門連関バランスが成立することとなる。 i)所得分配勘定。まず
「サービス」副勘定についていえばそれは約10種類のサービス活動に分割され
る。 これと生産勘定の場合と同数（約40個）の「現実部門」が交錯し，その交
点にいわばサービス需給に関するマトリクスが出来上るが，財貨需給マトリク
スと同様に2種類のものからなる。次に「共和国財政・金融機構」副勘定をみ
ると， 「財政機構」は，共和国財政，地方行政区財政，国家保険局，社会保険
基金，共和国閣僚会議直属の中央集中化フォンド，からなる 5種類の機能を含
む。また「財政機構の収入」および「財政機構の支出」は，それぞれ30個， 20
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個の収入または支出項目に分類されている。同じく「金融機構」は，ゴスバン
ク，ストロイバンク，貯蓄銀行の 3主体に区分されており，その関連項目であ
る「金融機関の資金供与」は約20種類の信用目的に分類されている。 ii)消費
勘定。「個人消費」副勘定は内訳をもたぬが，他面その使用価値別内訳が「物
的生産物」副勘定で与えられているので，両者の交点においてベクター量が把
握できる。また「公共的消費」副勘定は不生産的分野の「純粋部門」 8個に分
類されており，それらと所得分配勘定の「取引主体」副勘定との交点に取引額
が記載されるから， この場合はマトリクスによる把握となる。なおここでの
「純粋部門」の分類は，物的中間投入の使途表示にさいして採用された経済セ
クターの「純粋部門」のそれと同じく，ソ連で作成されている部門連関バラン
スの作成準測に依拠しているが， その詳細については省略する。 iv)蓄積勘
定。ここに含まれる「蓄積形態」副勘定は，固定フォンドの減耗更新，固定フ
ォンドの拡張，物的流動フォンドの変動，損失補填，の4項目からなる。なお
「取引主体」副勘定の細分化方法は生産勘定，所得分配勘定と同一である。
v)対外取引勘定。「経常取引」副勘定，「資金流通」副勘定とも項目細部につ
いての内訳をもたない。
以上をまとめると IMFBの勘定細分化の実行度は，生産勘定では約60,所
得分配勘定ー一約130, 消費勘定—約10, 蓄積勘定ー一約45,そして対外取
引勘定—約10, と合計260個程度に及んでおり，その詳細度は特に所得分配
勘定のなかで強いといえよう。
4) IMFBによる循環の記述 IMFB勘定体系は，第 1表から判明するよう
に，全体では36勘定であるが，それらは決して漫然と配列されているのではな
く，年間の経済循環の論理的順序に従って 5種類の亜体系（勘定群）として統
合されていることはさきにのべた。この項では各勘定の経済的内容と循環記述
にさいしての位置づけとを考えてみる。
i)生産勘定 この勘定は経済循環の理論的把握の始点となる物質的生産過
程を，使用価値面と価値面から二様に記述している。まず前者は物質的生産に
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おいてつくりだされた社会的総生産物の源泉と使途を，部門連関バランスとし
て表示している。他方社会的総生産物は部門別に移譲価値＋生産国民所得の価
値構成によって示されている。このように生産勘定では社会的総生産物の必須
の経済的特性が具体的かつ詳細に記述されうることとなった。ただしこの勘定
には他共和国および外国との財貨輸出入が含まれているため，正確にいえば，
当該共和国の物資需給バランスを示すものであることに注意しなければならな
し‘
i゜)所得分配勘定。この勘定は 3種の形態的に異なる取引カテゴリーが参加
する複合的な性格をもっている。第一は物質的生産分野で形成される国民所得
の第一次分配の内容を含む。第二はサービス（中間財的サービス，最終財的サービ
スの全体）のセクター間取引を示す。第三は財政・金融機構を経由しておこな
われる資金取引である。この勘定全体を通じて特に注目される点は，まず国民
所得の第一次分配の態様が独自の勘定としては示されることなく，サービス取
引および財政・金融機構を経由する再分配的取引と融合して，所得分配の総過
程をあらわすバランスとして設定されていることである。次にサービス取引の
経済循環における位置づけが，分配活動の一環として認識され，かつ後述する
国民経済バランスと IMFBとの対比から明らかなように，前者においてはっ
きりと指定されているサービス取引の所得再分配的性格が， ここでは曖昧に
（少くとも明示的でない）されていることである。最後に財政機構を経由する主
に移転収支からなる取引と金融機構による短期的信用授受の部分を分配過程に
おける再分配的性格の活動であるとみなすニュアンスが濃いことである。
ii)消費勘定。この勘定は個人的消費と公共的消費とが，セクター別および
消費財種類（使用価値）別の二重分類により把握されている。ちなみにここで
いう公共的消費とは，主として不生産的分野の企業・施設でなされる維持的財
貨購入のことである（物質的生産分野に属する企業が付置するサービス活動の維持支
出もこれに含まれる）。
iv)蓄積勘定。 この勘定は各経済セクターによる蓄積基金の自己調達（減価
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償却基金，セククーの自己勘定に残置される蓄積基金）と全連邦もしくは共和国財政
機構から交付，融資される資金とを合算して，その総額を目的別の蓄積基金に
配分し，次いで各セククーの現実的需要に支出する経路を示す。ただしIMFB
の資金調達活動は，ソ連における社会主義的経済関係の特徴を反映して，いさ
さか特殊な手法を用いて記述されている。すなわち，取引主体である経済セク
ターは蓄積用自己資金に相当する部分 (a21.s,a22.e, ・・, a2&.12)と減価償却基
金 (a21.2, a22.a, …， a2s.e)とをまず金融機構の資金源に仮収納させ，それに
引続いて長期的（資本的）性格をもつ金融取引 (a21-2s.1s)のグロス額で調整し
て， 目的別蓄積形態に充当する資金配分額をえるやり方がこれである（ここで
の説明は財政機構からの諸支出を考慮外に置いているが，このことは特別の問題を引起さ
ない）。いいかえれば各経済セククーの金融活動に対して国家機構の干渉ないし
再分配的志向が顕著にみうけられる。しかもこの金融的再分配活動の一環とし
て住民家計による資金が動員される機構がこの勘定からよく分るのである。し
たがって上述の各経済セククーによる蓄積基金の自己調達分という表現は仮の
命名であることに注意されるべきであろう。・
v)対外取引勘定は， 「経常取引」と「資金流通」の両副勘定からなってお
り，前者は財貨の輸出入を中心とする対外取引を表示することによって，実物
循環を完結させる目的をもつ。また後者はエストニア共和国の財政・金融機構
と全連邦財政・金融機構との資金流出入の関係を示しているが，これは作成さ
れた IMFBが共和国レベルの図式であることによるものである。
皿 考察の要約—IMFB とその他のバランス体系との比較
バランス体系の比較特徴を求めるために IMFBと対比されうる他のバラン
ス体系として，われわれはここでまず社会主義諸国の統一国民経済バランス体
系の図式である 「物的生産物体系」 (MPS)lo)を， その後で資本主義諸国への
10) U. N., Basic Principles of the System of Balances of the National Economy, 
Studies in Methods, Series F No. 17, 1971, 
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適用をめざす「国民勘定体系」（新sNA)11)'の両体系を取上げる。これらの
体系はいずれも国連統計委員会が正式の国際基準として承認した図式である。
1) IMFBとMPSとの対比 1969年にセフ常設統計委員会が制定した社
会主義諸国の統一国民経済バランスは， 1971年国連においても承認されて「物
的生産物体系」 (MaterialProduct System, MPS) と呼称されるにいたった。
MPSはその母体となったソ連の国民経済バランス体系と形式・内容ともよく
似ているが， IMFBとMPSとの対比において問題となるのは，後者の体系中
の「物財バランス」 (MB)および「資金バランス（財務バランス）」 (FB) であ
り，特に FBである。
最初に MPSにおけるMBの特徴は社会的総生産物の需給バランスというこ
とができるが，このバランスの内容はほぼ IMFBの第 1行列に相当する。 し
かしMBには第 1行の項目のみが存在し第 1列は不完全である。つまり社会的
総生産物の生産は生産手段と消費対象の品目別総額が生産者価格および購入者
価格表示で掲げられているに留まり，他方社会的総生産物の使途は品目別およ
び購入目的別の二重分類で表示されている。前節で概述したように IMFBは
生産勘定において部門連関バランスを内容とする部分行列を含むが， MBでは
この発想が著しく欠落しているといわなければならないのである。さらにいえ
ばMBの形式は単純バランスであり，バランスの機能を一個の表のなかにだけ
求めている制約のため， IMFBにみられる勘定体系を通じての生産活動の多角
的把握，とりわけ社会的生産物の価値構成の認識という目的を放棄する結果と
なっているのである。
次に IMFBとFBとの関係についてのべよう。実際この両図式において対
応関係が最も密接である。 FBのしくみは2種類のバランス，つまり i)社会
的総生産物の価値構成とその使途構成とのバランス，および i)国民所得の再
分配収支バランス，とからなり，両バランスを結合する要素として，経済セク
11) U. N., A System of National Accounts, Studies in Methods, Series F No. 2, 
Rev. 3, 1968. 
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クー別の国民所得（第一次分配所得）と再分配収支差額が存在している。いまF
BをIMFB成分として同定してみるならば， FBの主要部分は IMFBの第2
~18各行列に含まれていると考えてよく，したがって生産勘定の一部分と所得
分配勘定の全部分をしめている。さきにMBの構成のなかに社会的総生産物の
価値構成が含まれていないとのべたのは，それがFBに移されているためであ
ることがいま判明するが，より一層大きな問題点はFBの再分配収支バランス
とIMFBの所得分配勘定との間にみられる内容上の異同である。つまり FB
では再分配取引を分類して「財政・金融機構を経由する取引」および「それ以
外（サービス取引を主とする）の取引」とし，各経済セククー別に再分配収支差額
を求め，この額に第一次分配所得を加えて，消費ないし蓄積ファンドを算出す
るという方式がとられている。ここでは財政，金融機構，サービス，その他の
4種類の再分配経路が識別されているのだが， IMFBからはその点が必ずも明
らかにされておらず，特に注目される点は再分配過程の存在を認める考え方が
見方によっては否定されているとも受け取れる表示方法となっている。
要するに IMFBでは所得分配勘定において，国民所得の第一次分配とそれ
に引続く再分配とが，単に分配活動プロバーとして同列に取扱われ経常収支バ
ランスを構成するしくみとなっている。そして分配活動のカテゴリーに，サー
ビス取引と財政からの（または財政）への移転，金融機構による資金需給，から
なる 3種類の活動が含まれていることは項目を個々に検討することから明らか
になるが，経済循環のなかでそれらの活動がもつ独自の役割を浮彫りにする意
図が IMFBの作成方法論のなかでは稀薄である， といわなければならない。
しかし IMFBは，所得分配勘定のマトリクスを作成することにより， FBの
場合よりは相当詳細に，生産と消費・蓄積を結ぶ分配活動全体の経過的性格を
明示できることになったことは確かであり，特に金融機構がもつ独特の資金吸
収機能が明らかにされていることを指摘しておきたい。
2) IMFBと新SNAとの対比 IMFBのしくみはMPSのそれよりも新
SNAに類似していることはさきに簡単にのべたが，両図式の異同について若
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干考察を進めよう。
新SNAの内容を詳述することはここでは避けることにするが，記述の必要
上ごく簡単に要約したい。新SNAの全体系には生産，消費，蓄積，対外取引
の四大勘定が連結されている（ただしストック勘定は IMFBに対応する勘定がない
ので考慮外におく）。 さらに各大勘定には段階的に副勘定が設定され，取引記載
が細分化すると同時に具体的になり，このようにして取引行列の詳細な網の目
が出来上っているのである。
両体系の比較特徴を摘出するさいに特に注意されるべき点は次のような事項
である。
第一に両体系の生産勘定は形式的に類似しており， ともども産業（部門）連
関マトリクスが形成されている。しかし新SNAでは生産活動の範囲が著しく
拡張されており，単に商品生産（財貨，民間サービス）だけでなく，有償または
無償の公共サービスの提供も一括して生産の亜種とみなされているが， IMFB
では物財生産に限定された定義が与えられる。そしてサービス活動は分配過程
に編入されて生産とはみなされないのである。この点は生産に対する両体系の
理論的基礎が異なるためであることは，繰返すまでもない。
第二に新SNAでは所得分配活動が消費勘定のなかで定式化されているのに
対し， IMFBでは所得分配と消費とが相互に独立した勘定となっているが，こ
の点は生産概念の相違からくる付随的な取扱いであると考えてよい。より重要
な点は再分配過程を把握するしかたが両体系において基本的に異なっているこ
とである。 IMFBではサービス取引と財政・金融機構を経由する取引との両方
が暗示的に再分配過程の内容を示すのであるが，新SNAにおいては，サービ
ス取引はもとより，財政以外の金融取引を一切再分配過程とはみず，蓄積勘定
における資金調達活動の一部に組入れており，いわば別建の性格規定となって
いる。このように両体系で資金循痕を記述するやり方に異った原則が適用され
ているのは，資金供与に対する国家統制が厳重に実施されている社会主義経済
と，資金関係に取引当事者の発意を容認する資本主義経済の組織原則上の違い
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によるものである。この点が両体系の比較考察によって明らかにされているこ
とは興味深いものがある。
付記）本稿は， 1976年5月関西大学で開催された第16回社会主義経済学会年次大会で発
表した内容を整理，加筆したものである。
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